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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 20,470 23,323 25,270 45,049 49,659

経常利益 (百万円) 1,711 2,150 3,470 4,417 5,700

中間(当期)純利益 (百万円) 911 1,128 2,085 2,279 3,042

純資産額 (百万円) 48,621 49,958 52,780 49,409 50,957

総資産額 (百万円) 54,446 56,183 60,256 56,575 58,639

１株当たり純資産額 (円) 1,095.12 1,141.64 1,225.03 1,130.04 1,182.76

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 20.17 25.81 48.42 50.29 68.84

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― 25.79 48.41 ― 68.79

自己資本比率 (％) 89.3 88.9 87.6 87.3 86.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,405 1,729 2,911 4,197 4,887

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,821 △3,107 △3,231 △3,218 △4,534

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,352 △386 △487 △2,181 △1,582

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,328 5,128 4,855 6,892 5,662

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,670 
[137]

1,654
[157]

1,695
[173]

1,644 
[145]

1,656
[163]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成15年６月27日開催の第55回定時株主総会決議により、商法第210条の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数

2,107,300株 株式取得価額総額1,586百万円)を実施するとともに、平成16年２月23日開催の取締役会決議により、商法

第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数2,000,000株 処分価額総額1,473百万円)を実施しています。 

３ 平成16年11月19日開催の取締役会決議により、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式

数865,900株 株式取得価額総額881百万円)を実施するとともに、平成17年２月28日開催の取締役会決議により、商法第

212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数1,000,000株 処分価額総額827百万円)を実施しています。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 20,462 23,253 25,214 44,944 49,457

経常利益 (百万円) 1,700 2,138 3,469 4,361 5,633

中間(当期)純利益 (百万円) 907 1,123 2,084 2,246 3,004

資本金 (百万円) 6,578 6,578 6,578 6,578 6,578

発行済株式総数 (千株) 47,789 45,789 44,789 45,789 44,789

純資産額 (百万円) 48,128 49,432 52,222 48,888 50,398

総資産額 (百万円) 53,934 55,641 59,683 56,067 58,092

１株当たり純資産額 (円) 1,084.02 1,129.64 1,212.07 1,118.13 1,169.80

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 20.08 25.70 48.40 49.58 67.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― 25.67 48.39 ― 67.93

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 6.00 10.00 13.00 16.00 22.00

自己資本比率 (％) 89.2 88.8 87.5 87.2 86.8

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,653 
[135]

1,641
[155]

1,684
[171]

1,627 
[143]

1,645
[161]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイ

マー)は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイマー)は[ ]内に当

中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、日東工業労働組合が組織されており、全日本電機電子情報関連産業労働組合連合会に属して

います。組合員数は1,070人でユニオンショップ制です。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありませ

ん。 

  

部門別 従業員数(人)

配電盤関連事業 1,684[171] 

金型関連事業 11[ 2] 

合計 1,695[173] 

従業員数(人) 1,684[171] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の伸張や設備投資の拡大など内需は堅調に推移し、景気は

緩やかに回復しましたが、原油価格の高騰や海外経済の動向など不安定な要素も見られました。 

当業界においては、企業収益の改善による更新投資など設備投資の増大が継続し、市場環境は順調に推移しまし

た。 

このような情勢下にあって、当社グループは、市場ニーズの変化に対応した新商品をタイムリーに市場投入する

とともに、各種展示会への出展や内覧会の開催など販売活動を積極的に展開し、新規市場の開拓と既存市場の深耕

拡大に努めました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は252億７千万円(前年同期比8.3％増)、経常利益は34億７千万円(同

61.4％増)、中間純利益は20億８千５百万円(同84.8％増)となりました。 

  

事業の部門別業績は、次のとおりです。 

① 配電盤関連事業 

(イ)配電盤部門については、電設・電材市場の回復にともない、店舗用キュービクルや分電盤などの需要が増加

しました。またプラグイン方式を採用し、省スペース・省施工を実現した分電盤ｉシリーズを投入するなど市

場の拡大に努めた結果、売上高は101億６千４百万円(前年同期比3.8％増)となりました。 

(ロ)キャビネット部門については、旺盛な設備投資を背景にＦＡ・制御用キャビネットが伸張しました。またブ

ロードバンドなど情報通信関連向けキャビネットのシリーズ強化や拡販活動に努めた結果、売上高は112億４千

１百万円(前年同期比14.3％増)となりました。 

(ハ)遮断器・開閉器部門については、機械設備用電源への商品供給が堅調に推移した結果、売上高は18億６千４

百万円(前年同期比0.7％増)となりました。 

(ニ)パーツ・その他部門については、商品オプションの機能を充実させるとともに販売強化に努めた結果、売上

高は19億４千５百万円(前年同期比9.8％増)となりました。 

この結果、当事業部門の売上高は、252億１千４百万円(前年同期比8.4％増)、営業利益は34億２千８百万円(同

61.0％増)となりました。 

  

② 金型関連事業 

当事業部門については、主に金型等の製造販売を行っており、グループ外への販路拡大、生産性向上等の諸施

策を推進してきました。 

この結果、売上高は２億４千６百万円(前年同期比5.4％増)(うち外部顧客に対する売上高は５千５百万円(同

19.8％減))となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中間純

利益の増加(前年同期比1,612百万円増)があったものの、法人税等の支払や定期預金の預入、有形固定資産の取得に

よる支出等による資金の減少があり、当中間連結会計期間末の資金残高は前連結会計年度末に比べ807百万円減少

し、4,855百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは2,911百万円(前中間連結会計期間1,729百万

円)となりました。これは主に配電盤関連事業によるキャッシュ・フローであり、税金等調整前中間純利益3,633百

万円の計上に対し、前払年金費用の増加273百万円、たな卸資産の増加322百万円、法人税等の支払等による資金の

減少があった一方で、賞与引当金の増加190百万円、売上債権の減少351百万円等による資金の増加があったことに

より前中間連結会計期間に対して1,181百万円の増加となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△3,231百万円(前中間連結会計期間△3,107

百万円)となりました。これは主に生産設備合理化等のための有形固定資産の取得による支出1,720百万円、３か月

を超える定期預金の預入による支出2,065百万円、土地等有形固定資産の売却による収入312百万円等によるもので

す。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは△487百万円(前中間連結会計期間△386百万

円)となりました。これは主に配当金の支払いによる支出等によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

最近２中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

２ 従来より配電盤関連事業の「パーツ・その他」に含めて表示していました部品等について、より区分を明瞭にするため、

一部その分類基準を前連結会計年度下期より変更しています。全体に与える影響は軽微なものとなっていますが、当中間

連結会計期間との比較上、前中間連結会計期間の数値を新基準に置換えて表示しています。 

  

(2) 受注状況 

「配電盤関連事業」は製品の性質上、原則として需要予測による見込生産方式をとっており、また「金型関連事

業」については、影響が軽微なため記載を省略しています。 

  

(3) 販売実績 

最近２中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 金額には消費税等は含まれていません。 

２ 従来より配電盤関連事業の「パーツ・その他」に含めて表示していました部品等について、より区分を明瞭にするため、

一部その分類基準を前連結会計年度下期より変更しています。全体に与える影響は軽微なものとなっていますが、当中間

連結会計期間との比較上、前中間連結会計期間の数値を新基準に置換えて表示しています。 
  

部門別 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 9,892 42.5 10,222 40.1

キャビネット 9,669 41.6 11,509 45.1

遮断器・開閉器 1,827 7.9 1,808 7.1

パーツ・その他 1,799 7.7 1,916 7.5

計 23,189 99.7 25,457 99.8

金型関連事業 69 0.3 55 0.2

合計 23,258 100.0 25,512 100.0

部門別 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 9,792 42.0 10,164 40.2

キャビネット 9,838 42.2 11,241 44.5

遮断器・開閉器 1,850 7.9 1,864 7.4

パーツ・その他 1,771 7.6 1,945 7.7

計 23,253 99.7 25,214 99.8

金型関連事業 69 0.3 55 0.2

合計 23,323 100.0 25,270 100.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「配電盤関連」を事業の中心として「電設・電材」「ＦＡ・制御」「情

報・通信」各分野の商品に幅広く展開し、研究開発は当社が中心に行っています。 

当中間連結会計期間の研究開発活動については、各分野の商品研究ならびに製品化を積極的に進め、機能、性能、

デザイン性に優れた先進性の高い商品開発を行っています。また、環境への配慮を積極的に推進するとともに、省ス

ペース、省施工、安全などをテーマにした商品の研究開発ならびに製品化、既存商品の一層の原価低減、さらには生

産技術を含め積極的な研究活動を行いました。 

当中間連結会計期間の研究開発費は７億２千３百万円で、当中間連結会計期間の研究成果のうち主なものは次のと

おりです。 

  

(1) 配電盤部門 

配電盤部門は、高圧受電設備の低圧スイッチ部から住宅用分電盤に至るまで省スペース・省施工をご提案できる

プラグイン方式を採用した「ｉシリーズ」を中心に製品開発を行いました。 

キュービクルは、プラグインユニット付ブレーカを搭載し、リニューアル対応・キュービクル先行設置対応に最

適な「ｉキュービクル」を開発しました。 

主力製品の標準分電盤においても、協約形プラグインユニット付ブレーカ搭載により多様な電気設備への要求に

対して安全性と利便性の追求を図り、負荷容量変更・回路増設などの施工・保守・汎用・リニューアル性を容易に

した電灯・動力分電盤「ｉセーバ」を開発し、2005年電設工業展において(社)日本電設工業協会会長奨励賞を受賞

しました。 

住宅用分電盤は、プラグイン方式「プチパネル」シリーズの機種追加として、アパート・マンションなどに最適

な少回路・横一列タイプを製品化しました。これにより少回路から多回路までのシリーズが揃い、多様化する住宅

設備にも柔軟に対応が可能となりました。また、家庭用燃料電池コージェネレーションシステムの導入が始まり、

そのシステムに対応した機能付シリーズの充実を図りました。 

光接続箱は、ＦＴＴＨ向けにラック搭載型スプライスユニットの光カプラモジュール対応タイプを製品化し、シ

リーズの充実を図りました。 

  



(2) キャビネット部門 

キャビネット部門は、欧州の電気電子機器に含まれる有害物質の使用制限である「ＲｏＨＳ指令」の規制物質で

ある鉛、六価クロム、カドミウムなどの削減、屋外環境における長寿命化・軽量化など環境への配慮について積極

的な取り組みを行いました。 

ＦＡ・制御向けキャビネットは、大型キャビネットの主力製品であるＥ・ＯＥシリーズのモデルチェンジを行

い、構造の見直しや表面処理変更など、施工性、操作性および防錆性などの向上を図りました。 

情報通信分野向けキャビネットは、屋外環境における熱対策にフレキシブルな対応を可能としたブロードバンド

向けキャビネットを始め、壁掛けタイプでは軽量化と防錆性に優れたアルミキャビネットシリーズを発売し、用

途・環境に応じた材質選定バリエーションを広げることにより、さらにシリーズ強化を図りました。また、システ

ムラックでは「ＦＳシリーズ」の施工性向上・機種の充実を図るため、組替仕様としてスタビライザー・両開きド

アー・デザインドアーの各タイプの製品化を行うとともに、海外の製品安全規格であるＵＬ規格(情報通信機器収納

用キャビネット)の認証を取得しました。 

電設・電材向けキャビネットは、一般家庭向け電力量計収納用化粧ボックスのデザインタイプを機種増加し、シ

リーズの強化を図りました。 

  

(3) 遮断器・開閉器部門 

ブレーカは、従来の分岐ブレーカのねじ締め接続方式を一新するワンタッチ挿入のプラグイン方式を採用した「i 

plug－s」(プラグインユニット付ブレーカ)の開発を行いました。「i plug－s」は、プラグ端子の位置が変更でき

るダブルチェンジ構造を採用することにより、施工時の負荷バランス調整や使用電圧の変更が施工現場で対応でき

るようになりました。 

電子応用製品では、省エネ・省力化を支援するデマンド監視制御システムとしてセーバキャスト「ＰＭＵシリー

ズ」の開発を行いました。 

  

(4) パーツ・その他部門 

熱関連機器は、キャビネットの熱対策としてコンプレッサークーラ「レフクール」の天井型、側面型を発売しま

した。レフクールは、500Ｗ以上の冷却能力が必要なＦＡキャビネット向けに開発された商品であり、デジタル温度

コントロールをはじめ、各種警報機能を備え遠隔監視も可能としています。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備計画の重要な変更 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修等について当中間連結会計期間末現在、次の

とおり変更しています。 

  

(注) １ 当初の計画(総額4,900百万円)に比べ100百万円増加して、投資予定総額は5,000百万円に変更されています。 

２ 上記設備計画に伴う今後の所要資金1,727百万円は全額自己資金により賄う予定です。 

３ 生産設備の合理化・更新、物流センター建物増築、新製品の生産対応の投資が主体のため、完成後の生産能力はほとんど

変わりません。 

４ 経常的な設備更新による除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

５ 金額には消費税等は含まれていません。 

  

事業所名 所在地 設備の内容

投資予定額
(百万円) 

着手及び完了予定 

総額 既支払額 着手 完了 

日東工業株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県愛知
郡長久手町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、パー
ツ・その他等生産設備 

1,140 170 平成17年４月 平成18年３月

  〃 
菊川工場 

静岡県 
菊川市 

物流センターの増築 120 ― 平成17年11月 平成18年２月

配電盤、キャビネット等
生産設備 

700 79 平成17年４月 平成18年３月

  〃 
中津川工場 

岐阜県 
中津川市 

配電盤等生産設備 20 2 平成17年４月 平成18年３月

計 ― ― 1,980 252 ― ― 



(2) 設備の完成状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、「配電盤関連」の製造販売が中心で他の事業は小規

模なため事業の種類別セグメントは作成していません。 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改修等のうち完成した主なもの

は次のとおりです。 

  

(注) 上記金額には消費税等は含まれていません。 

  

(3) 設備の新設、重要な拡充等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、重要な拡充等の計画はありません。 

  

事業所名 所在地 設備の内容 完成年月
金額
(百万円)

備考 

日東工業株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県愛知
郡長久手町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、パー
ツ・その他等生産設備 

平成17年９月 678
生産設備の合理化・更
新等 

  〃 
菊川工場 

静岡県 
菊川市 

菊川工場事務棟の増築 平成17年７月 305 生産管理の合理化 

配電盤、キャビネット等
生産設備 

平成17年９月 83
生産設備の合理化・更
新等 

計 ― ― ― 1,066 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めています。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当ありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,789,848 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 44,789,848 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 44,789 ― 6,578 ― 6,986



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 当社は自己株式1,704千株(3.81％)を所有していますが、上記の大株主から除いています。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

名東興産株式会社 愛知県瀬戸市東横山町75 6,778 15.14

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 2,437 5.44

有限会社伸和興産 愛知県瀬戸市東横山町100 1,942 4.34

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 1,926 4.30

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 1,586 3.54

日東工業取引先持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 1,214 2.71

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,206 2.69

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 1,000 2.23

日東工業社員持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 915 2.04

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３－21－24 876 1.96

計 ― 19,883 44.39



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ21,700

株(議決権の数217個)及び20株含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式78株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,704,400 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

43,024,500 
430,245 ― 

単元未満株式 
普通株式 

60,948 
― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 44,789,848 ― ― 

総株主の議決権 ― 430,245 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東工業株式会社 

愛知県愛知郡長久手町蟹原
2201番地 

1,704,400 ― 1,704,400 3.81

計 ― 1,704,400 ― 1,704,400 3.81

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,129 1,270 1,450 1,449 1,497 1,772

最低(円) 1,050 1,079 1,225 1,351 1,341 1,397



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 生産本部長 常務取締役
生産本部長兼配電盤事業部長
兼配電盤事業部マーケッティ
ンググループ部長 

山本博夫 平成17年10月１日

取締役 
配電盤事業部長兼配電盤事業
部マーケッティンググループ
部長 

取締役 資材部長 森川和昭 平成17年10月１日

取締役 機材事業部長 取締役 機材事業部長兼菊川工場長 松下隆行 平成17年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、栄監査法人により中間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     5,238 6,065   5,072 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    12,111 12,606   12,957 

３ 有価証券     3,999 3,601   3,000 

４ たな卸資産     3,725 4,211   3,889 

５ 繰延税金資産     700 738   735 

６ その他     519 528   314 

７ 貸倒引当金     △381 △314   △376 

流動資産合計     25,914 46.1 27,437 45.5   25,594 43.6

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物及び 
  構築物 

    10,029 9,591   9,719 

２ 機械装置及び 
  運搬具 

    5,663 6,002   5,957 

３ 土地     6,241 6,210   6,241 

４ 建設仮勘定     115 252   440 

５ その他     1,316 1,391   1,325 

 有形固定資産 
 合計 

    23,366 (41.6) 23,448 (38.9)   23,684 (40.4)

(2) 無形固定資産     81 (0.2) 56 (0.1)   79 (0.2)

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     5,359 6,244   6,342 

２ 不動産信託 
  受益権 

    ― 1,669   1,666 

３ 長期性預金     300 310   300 

４ 繰延税金資産     533 125   303 

５ その他     648 988   693 

６ 貸倒引当金     △18 △24   △24 

 投資その他の 
 資産合計 

    6,822 (12.1) 9,314 (15.5)   9,281 (15.8)

固定資産合計     30,269 53.9 32,819 54.5   33,045 56.4

資産合計     56,183 100.0 60,256 100.0   58,639 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    2,127 2,052   2,220 

２ 未払法人税等     929 1,593   1,238 

３ 賞与引当金     969 1,230   1,040 

４ その他 ※２   1,861 2,330   2,825 

流動負債合計     5,887 10.5 7,206 12.0   7,323 12.5

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     27 ―   ― 

２ 長期未払金     288 167   288 

３ その他     21 101   69 

固定負債合計     337 0.6 268 0.4   358 0.6

負債合計     6,225 11.1 7,475 12.4   7,682 13.1

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,578 11.7 6,578 10.9   6,578 11.2

Ⅱ 資本剰余金     6,988 12.4 6,989 11.6   6,989 11.9

Ⅲ 利益剰余金     37,481 66.7 39,658 65.8   38,129 65.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    415 0.8 964 1.6   697 1.2

Ⅴ 自己株式     △1,505 △2.7 △1,410 △2.3   △1,438 △2.4

資本合計     49,958 88.9 52,780 87.6   50,957 86.9

負債・資本合計     56,183 100.0 60,256 100.0   58,639 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     23,323 100.0 25,270 100.0   49,659 100.0

Ⅱ 売上原価     15,655 67.1 16,128 63.8   32,797 66.0

売上総利益     7,667 32.9 9,141 36.2   16,861 34.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※1,2   5,516 23.7 5,698 22.6   11,123 22.4

営業利益     2,150 9.2 3,443 13.6   5,737 11.6

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   8   12 18   

２ 受取配当金   46   56 55   

３ 仕入割引   2   2 4   

４ 受取家賃   10   11 21   

５ 不動産信託 
  受益権収入 

  ―   42 ―   

６ その他   52 121 0.5 56 181 0.7 129 230 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   0   0 0   

２ 売上割引   112   123 230   

３ その他   8 121 0.5 31 154 0.6 36 267 0.5

経常利益     2,150 9.2 3,470 13.7   5,700 11.5

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※３ ―   274 0   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  61   ― 61   

３ 貸倒引当金 
  戻入益 

  4 66 0.3 62 336 1.4 0 62 0.1

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産 
  除売却損 

※４ 39   173 244   

２ 退職給付会計 
  基準変更時 
  差異償却 

  110   ― 220   

３ 役員退職金   45 194 0.8 ― 173 0.7 45 510 1.0

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    2,021 8.7 3,633 14.4   5,253 10.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  892   1,549 2,202   

法人税等調整額   1 893 3.9 △1 1,547 6.1 8 2,210 4.5

中間(当期) 
純利益 

    1,128 4.8 2,085 8.3   3,042 6.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,987 6,989   6,987

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益 0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  6,988 6,989   6,989

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   36,820 38,129   36,820

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   中間(当期)純利益 1,128 1,128 2,085 2,085 3,042 3,042

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  １ 配当金 436 516 874 

  ２ 役員賞与 30 40 30 

  ３ 自己株式消却額 ― 467 ― 557 827 1,732

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  37,481 39,658   38,129



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,021 3,633 5,253

２ 減価償却費  1,247 1,272 2,610

３ 賞与引当金の増加額  77 190 148

４ 退職給付引当金の減少額  △132 ― △159

５ 役員退職引当金の減少額  △256 ― △256

６ 貸倒引当金の減少額  △4 △62 △4

７ 前払年金費用の増加額  ― △273 △110

８ 受取利息及び受取配当金  △55 △68 △73

９ 支払利息  0 0 0

10 有形固定資産売却益  ― △274 △0

11 有形固定資産除売却損  39 161 244

12 投資有価証券の売却益  △61 ― △61

13 役員賞与支払額  △30 △40 △30

14 売上債権の減少額 
  (△増加額) 

 362 351 △484

15 たな卸資産の増加額  △335 △322 △498

16 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 △3 △168 89

17 未払消費税等の増加額 
  (△減少額) 

 △100 61 △111

18 その他  192 △463 596

小計  2,959 3,996 7,149

19 利息及び配当金の受取額  54 67 72

20 利息の支払額  △0 △0 △0

21 法人税等の支払額  △1,284 △1,152 △2,335

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,729 2,911 4,887



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入 
による支出 

 △1,610 △2,065 △2,110

２ 定期預金の払戻 
による収入 

 2,620 255 4,820

３ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,433 △1,720 △2,385

４ 有形固定資産 
の売却による収入 

 4 312 8

５ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △2,999 △1,857 △5,814

６ 投資有価証券 
の売却による収入 

 381 1,800 2,681

７ 不動産信託受益権 
の取得による支出 

 ― ― △1,671

８ 子会社出資による支出  △77 ― △77

９ その他  6 44 14

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,107 △3,231 △4,534

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 配当金の支払額  △436 △516 △873

２ 自己株式の取得に 
よる支出 

 △0 △1 △883

３ その他  50 30 174

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △386 △487 △1,582

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の減少額 

 △1,764 △807 △1,229

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,892 5,662 6,892

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 5,128 4,855 5,662

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

  (ロ)非連結子会社の数 

５社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

(ロ)非連結子会社の数 

５社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

(ロ)非連結子会社の数 

５社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

   (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰

余金等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため除外していま

す。 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

同左 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

め除外しています。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 持分法を適用していない

非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービ

ス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス

㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しています。 

同左  持分法を適用していない

非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービ

ス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス

㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しています。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

います。 

同左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してい

ます。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額

法) 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は総平均

法により算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は総平均

法により算定) 

      時価のないもの 

     総平均法による

原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 

   主として総平均法に

よる原価法 

 ② たな卸資産 

同左 

 ② たな卸資産 

同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 

   主な耐用年数 

   建物及び構築物 

３～60年 

   機械装置及び運搬具 

２～11年 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法(自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法) 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上していま

す。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充当するため当中間

連結会計期間に負担す

べき支給見込額を計上

しています。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充当するため当連結

会計年度に負担すべき

支給見込額を計上して

います。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。 

   また、会計基準変更

時差異については、５

年による均等額を費用

処理しています。過去

勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額

法により費用処理し、

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

ます。 

   なお、当社は平成16

年４月１日をもって従

来より採用していまし

た確定給付型の「厚生

年金基金制度」から同

「規約型企業年金制

度」へ移行していま

す。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。 

   なお、会計基準変更

時差異については、前

連結会計年度において

費用処理を完了してい

ます。過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法によ

り費用処理し、数理計

算上の差異は、各連結

会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしています。 

   なお、当中間連結会

計期間末においては、

中間連結財務諸表作成

会社については年金資

産の見込額及び中間期

末未認識項目の合計額

が退職給付債務を上回

ったため、前払年金費

用として投資その他の

資産の「その他」に計

上しています。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しています。 

   なお、会計基準変更

時差異については、５

年による均等額を費用

処理しています。過去

勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額

法により費用処理し、

数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

ます。 

   なお、当連結会計年

度末においては、連結

財務諸表作成会社につ

いては年金資産の見込

額及び期末未認識項目

の合計額が退職給付債

務を上回ったため、前

払年金費用として投資

その他の資産の「その

他」に計上していま

す。 

   ④ 役員退職引当金 

   成果・業績を反映し

た報酬体系に改めるた

め、当社及び連結子会

社は平成16年６月29日

開催の各定時株主総会

終結の時をもって役員

退職慰労金制度を廃止

する決議を行っていま

す。これに伴い、在任

期間に応じた退職慰労

金の打切り支給を当該

総会にて決議されてい

ます。 

   なお在任期間に対応

する役員退職慰労金相

当額については長期未

払金として固定負債に

表示しています。 

―――――  ④ 役員退職引当金 

   成果・業績を反映し

た報酬体系に改めるた

め、当社及び連結子会

社は平成16年６月29日

開催の各定時株主総会

終結の時をもって役員

退職慰労金制度を廃止

する決議を行っていま

す。これに伴い、在任

期間に応じた退職慰労

金の打切り支給を当該

総会にて決議されてい

ます。 

   なお在任期間に対応

する役員退職慰労金相

当額については長期未

払金として固定負債に

表示しています。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ニ)重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっています。 

(ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

(ホ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ―――――  ② 信託財産の会計処理

の方法 

   信託銀行から送付さ

れてくる決算報告書に

基づき、貸借対照表項

目は「不動産信託受益

権」勘定として処理

し、損益計算書項目は

営業外収益の「不動産

信託受益権収入」勘定

及び営業外費用の「そ

の他」に含めて処理し

ています。また収益及

び費用の認識基準は発

生基準によっていま

す。 

   なお、信託建物(附

属設備を除く)の減価

償却の方法について

は、定額法を採用して

います。 

 ② 信託財産の会計処理

の方法 

   信託銀行から送付さ

れてくる決算報告書に

基づき、貸借対照表項

目は「不動産信託受益

権」勘定として処理

し、損益計算書項目は

営業外収益の「その

他」及び営業外費用の

「その他」に含めて処

理しています。また収

益及び費用の認識基準

は発生基準によってい

ます。 

   なお、信託建物(附

属設備を除く)の減価

償却の方法について

は、定額法を採用して

います。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 



会計処理方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

42,172百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

43,405百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

42,851百万円 

※２ 未払消費税等162百万円を含

んでいます。 

※２ 未払消費税等213百万円を含

んでいます。 

※２ 未払消費税等152百万円を含

んでいます。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間連結会計期間末におけ

る特定融資枠契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間連結会計期間末におけ

る特定融資枠契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当連結会計年度末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 



(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 

運賃 1,201百万円

広告宣伝費 168 

従業員給料 1,125 

賞与引当金 
繰入額 

290 

退職給付引当金 
繰入額 

32 

役員退職引当金 
繰入額 

7 

事業税 ― 

減価償却費 185 

賃借料 116 

研究開発費 695 

その他 1,694 

計 5,516 

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 

運賃 1,180百万円

広告宣伝費 176 

従業員給料 1,199 

賞与引当金 
繰入額 

380 

退職給付引当金 
繰入額 

25 

役員退職引当金 
繰入額 

― 

事業税 50 

減価償却費 167 

賃借料 129 

研究開発費 723 

その他 1,665 

計 5,698 

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 

運賃 2,510百万円 

広告宣伝費 347 

従業員給料 2,566 

賞与引当金 
繰入額 

320 

退職給付引当金 
繰入額 

64 

役員退職引当金 
繰入額 

7 

事業税 92 

減価償却費 378 

賃借料 236 

研究開発費 1,364 

その他 3,233 

計 11,123 

※２   ――――― ※２   ――――― ※２ 一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費は、次の
とおりです。 

一般管理費 1,364百万円

当期製造費用 ― 

計 1,364 

※３   ――――― ※３ 固定資産売却益の内容は次の
とおりです。 

機械及び装置 3百万円

土地 270 

計 274 

※３ 固定資産売却益の内容は次の
とおりです。 

機械及び装置 0百万円

    

    

※４ 固定資産除売却損の内容は次
のとおりです。 

 固定資産除却損 

 固定資産売却損 

建物 2百万円

構築物 1 

機械及び装置 19 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 10 

計 34 

機械及び装置 4百万円

工具器具及び備品 0 

計 4 

※４ 固定資産除売却損の内容は次
のとおりです。 

 固定資産除却損 

 固定資産売却損 

建物 2百万円

機械及び装置 58 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 8 

計 69 

    

建物 87百万円

構築物 2 

工具器具及び備品 0 

土地 0 

借地権 11 

計 103 

※４ 固定資産除売却損の内容は次
のとおりです。 

 固定資産除却損 

 固定資産売却損 

建物 27百万円

構築物 8 

機械及び装置 169 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 33 

計 238 

機械及び装置 5百万円

工具器具及び備品 0 

計 6 

 ５ 当中間連結会計期間における
税金費用については、簡便法に
より計算しているため、法人税
等調整額は「法人税、住民税及
び事業税」に含めて表示してい
ます。なお、連結修正に係る税
金費用については、「法人税等
調整額」として表示していま
す。 

 ５     同左  ５    ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 5,238百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,310 

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

2,199 

現金及び現金同等
物 

5,128 

(平成17年９月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 6,065百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△2,410

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

1,200

現金及び現金同等
物 

4,855

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 5,072百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△610 

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

1,200 

現金及び現金同等
物 

5,662 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

3 2 0

その他 
(工具器
具及び備
品) 

231 10 220

計 234 13 221

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

3 3 0

その他 
(工具器
具及び備
品) 

192 23 169

計 196 26 169

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

3 2 0 

その他
(工具器
具及び備
品) 

192 3 189 

計 196 6 190 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定していま

す。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 61百万円

 １年超 165 

 合計 226 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 62百万円

 １年超 95

 合計 158

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 67百万円

１年超 126 

合計 193 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 12百万円

減価償却費 
相当額 

15 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 35百万円

減価償却費
相当額 

20

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費
相当額 

37 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 0 

 合計 1 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 3

 合計 4

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、中間連結会計期間末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回

復する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。

なお、当中間連結会計期間末においては該当はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,187 1,877 689

② 債券 2,400 2,402 2

国債・地方債等 1,300 1,301 1

社債 1,100 1,101 0

計 3,588 4,279 691

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 1,999

計 1,999

(2) その他有価証券 

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,079

② 合同運用指定金銭信託 2,000

計 3,079

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 88

計 88



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、中間連結会計期間末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回

復する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。

なお、当中間連結会計期間末においては該当はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,203 2,808 1,604

② 債券 2,899 2,900 0

国債・地方債等 1,799 1,796 △3

社債 1,099 1,103 3

計 4,103 5,708 1,605

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 999

計 999

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 1,136

② 合同運用指定金銭信託 2,000

計 3,136

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 88

計 88



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を全く利用していませんので、該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,203 2,348 1,145

② 債券 2,899 2,915 15

国債・地方債等 1,799 1,804 4

社債 1,100 1,111 11

計 4,103 5,263 1,160

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 999

計 999

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 1,079

② 合同運用指定金銭信託 2,000

計 3,079

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 88

計 88



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の「配電盤関

連」の製造販売を主たる事業として行っています。従たる事業として、金型等の製造販売等を行っていますが、小

規模な事業であり、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額(前連結会計年度基準に

適用)の合計額に占める各割合も10％未満ですので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略してい

ます。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高はないため、海外売上高の記載を省略しています。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

算定上の基礎 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,141円64銭 １株当たり純資産額 1,225円03銭 １株当たり純資産額 1,182円76銭

１株当たり中間純利益 
金額 

25円81銭
１株当たり中間純利益
金額 

48円42銭
１株当たり当期純利益 
金額 

68円84銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

25円79銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額 

48円41銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

68円79銭

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 1,128百万円 2,085百万円 3,042百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 40百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (40百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,128百万円 2,085百万円 3,001百万円

普通株式の期中平均株式数 43,731千株 43,075千株 43,599千株

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 34千株 5千株 33千株

(うちストックオプション) (34千株) (5千株) (33千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、機動的な資本政策を遂行

できるようにするため、平成16年11

月19日開催の取締役会において商法

第211条ノ３第１項第２号の規定に

基づき、自己株式を買受けることを

決議しています。 

  

 取得の内容 

(1) 取得する株式の種類 

  当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

  100万株(上限) 

  (発行済株式総数に 

   対する割合 2.2％) 

(3) 株式の取得価額の総額 

  10億円(上限) 

(4) 自己株式買受けの日程 

  平成16年11月22日(月)から 

  平成17年２月25日(金)まで 

――――― ――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     4,696 5,595   4,532 

２ 受取手形     6,117 6,184   6,208 

３ 売掛金     5,961 6,394   6,690 

４ 有価証券     3,999 3,601   3,000 

５ たな卸資産     3,725 4,210   3,888 

６ 繰延税金資産     694 730   730 

７ その他     523 529   319 

８ 貸倒引当金     △381 △314   △376 

流動資産合計     25,336 45.5 26,932 45.1   24,994 43.0

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物     9,334 8,922   9,020 

２ 機械及び装置     5,593 5,943   5,889 

３ 土地     6,241 6,210   6,241 

４ 建設仮勘定     110 239   437 

５ その他     2,085 2,121   2,093 

  有形固定資産 
  合計 

    23,366 (42.0) 23,436 (39.3)   23,683 (40.8)

(2) 無形固定資産     81 (0.2) 56 (0.1)   79 (0.1)

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     5,359 6,244   6,342 

２ 不動産信託 
  受益権 

    ― 1,669   1,666 

３ 長期性預金     300 200   300 

４ 前払年金費用     ― 399   126 

５ 繰延税金資産     519 114   291 

６ その他     698 654   631 

７ 貸倒引当金     △18 △24   △24 

 投資その他の 
 資産合計 

    6,857 (12.3) 9,258 (15.5)   9,335 (16.1)

固定資産合計     30,305 54.5 32,751 54.9   33,097 57.0

資産合計     55,641 100.0 59,683 100.0   58,092 100.0

            



  

    
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     15 13   14 

２ 買掛金     2,091 2,011   2,049 

３ 未払法人税等     924 1,587   1,222 

４ 賞与引当金     960 1,220   1,030 

５ 設備支払手形     6 381   102 

６ その他 ※２   1,890 1,979   2,918 

流動負債合計     5,887 10.6 7,194 12.1   7,337 12.6

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     12 ―   ― 

２ 長期未払金     287 165   287 

３ その他     21 101   69 

固定負債合計     320 0.6 266 0.4   356 0.6

  負債合計     6,208 11.2 7,461 12.5   7,694 13.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,578 11.8 6,578 11.0   6,578 11.3

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金     6,986 6,986   6,986 

 ２ その他 
   資本剰余金 

    1 2   2 

   資本剰余金合計     6,988 12.6 6,989 11.7   6,989 12.0

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 利益準備金     833 833   833 

 ２ 任意積立金     32,603 32,600   32,603 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益 

    3,518 5,665   4,134 

   利益剰余金合計     36,955 66.4 39,099 65.5   37,571 64.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    415 0.7 964 1.6   697 1.2

Ⅴ 自己株式     △1,505 △2.7 △1,410 △2.3   △1,438 △2.4

  資本合計     49,432 88.8 52,222 87.5   50,398 86.8

  負債・資本合計     55,641 100.0 59,683 100.0   58,092 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     23,253 100.0 25,214 100.0   49,457 100.0

Ⅱ 売上原価     15,616 67.2 16,100 63.9   32,697 66.1

売上総利益     7,637 32.8 9,114 36.1   16,759 33.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    5,508 23.6 5,685 22.5   11,101 22.5

営業利益     2,129 9.2 3,428 13.6   5,658 11.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   130 0.5 195 0.8   242 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   121 0.5 154 0.6   267 0.5

経常利益     2,138 9.2 3,469 13.8   5,633 11.4

Ⅵ 特別利益     66 0.2 332 1.3   62 0.1

Ⅶ 特別損失     193 0.8 173 0.7   508 1.0

税引前中間 
(当期)純利益 

    2,010 8.6 3,628 14.4   5,187 10.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  887   1,544 2,179   

法人税等調整額   ― 887 3.8 ― 1,544 6.1 4 2,183 4.4

中間(当期) 
純利益 

    1,123 4.8 2,084 8.3   3,004 6.1

前期繰越利益     2,394 3,580   2,394 

中間配当額     ― ―   437 

自己株式消却額     ― ―   827 

中間(当期) 
未処分利益 

    3,518 5,665   4,134 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

    子会社株式 

   総平均法による原価

法 

  子会社株式 

同左 

  子会社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は総平均法に

より算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法により

算定) 

     時価のないもの 

    総平均法による原

価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

   総平均法による原価

法 

  原材料 

   総平均法による低価

法 

(2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

同左 

  

  原材料 

同左 

(2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

同左 

  

  原材料 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

 主な耐用年数 

 建物及び構築物 

３～60年 

 機械装置及び車両運搬具 

２～11年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法(自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法) 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充当するため当中間会計

期間に負担すべき支給見

込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充当するため当事業年度

に負担すべき支給見込額

を計上しています。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

います。 

  また、会計基準変更時

差異については、５年に

よる均等額を費用処理し

ています。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当社は平成16年

４月１日をもって従来よ

り採用していました確定

給付型の「厚生年金基金

制度」から同「規約型企

業年金制度」へ移行して

います。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

います。 

  なお、会計基準変更時

差異については、前事業

年度において費用処理を

完了しています。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当中間会計期間

末においては、年金資産

の見込額及び中間期末未

認識項目の合計額が退職

給付債務を上回ったた

め、前払年金費用として

投資その他の資産に計上

しています。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しています。 

  なお、会計基準変更時

差異については、５年に

よる均等額を費用処理し

ています。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当事業年度末に

おいては、年金資産の見

込額及び期末未認識項目

の合計額が退職給付債務

を上回ったため、前払年

金費用として投資その他

の資産に計上していま

す。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 役員退職引当金 

  成果・業績を反映した

報酬体系に改めるため、

当社は平成16年６月29日

開催の定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰

労金制度を廃止する決議

を行っています。これに

伴い、在任期間に応じた

退職慰労金の打切り支給

を当該総会にて決議され

ています。 

  なお在任期間に対応す

る役員退職慰労金相当額

については長期未払金と

して固定負債に表示して

います。 

――――― (4) 役員退職引当金 

  成果・業績を反映した

報酬体系に改めるため、

当社は平成16年６月29日

開催の定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰

労金制度を廃止する決議

を行っています。これに

伴い、在任期間に応じた

退職慰労金の打切り支給

を当該総会にて決議され

ています。 

  なお在任期間に対応す

る役員退職慰労金相当額

については長期未払金と

して固定負債に表示して

います。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っています。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  ――――― (2) 信託財産の会計処理の

方法 

  信託銀行から送付され

てくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は

「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計

算書項目は営業外収益及

び営業外費用に含めて処

理しています。また収益

及び費用の認識基準は発

生基準によっています。 

  なお、信託建物(附属

設備を除く)の減価償却

の方法については、定額

法を採用しています。 

(2) 信託財産の会計処理の

方法 

  信託銀行から送付され

てくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は

「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計

算書項目は営業外収益の

「その他」及び営業外費

用の「その他」に含めて

処理しています。また収

益及び費用の認識基準は

発生基準によっていま

す。 

  なお、信託建物(附属

設備を除く)の減価償却

の方法については、定額

法を採用しています。 



会計処理方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

42,197百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

43,443百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

42,881百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺して、流動負債の「そ

の他」に含めて表示していま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ――――― 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間会計期間末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間会計期間末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当事業年度末における特定融

資枠契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

  
受取利息 1百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1百万円

不動産信託
受益権収入 

42

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 2百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 112 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 123

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 230 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,244百万円

無形固定資産 5 

計 1,249 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,267百万円

無形固定資産 5

計 1,272

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,603百万円

無形固定資産 10 

計 2,613 

 ４ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法により

計算しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示していま

す。 

 ４     同左  ４    ――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 3 2 0

その他 
(工具器
具及び備
品) 

231 10 220

計 234 13 221

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 3 3 0

その他 
(工具器
具及び備
品) 

192 23 169

計 196 26 169

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 3 2 0 

その他
(工具器
具及び備
品) 

192 3 189 

計 196 6 190 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定していま

す。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 61百万円

 １年超 165 

 合計 226 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 62百万円

 １年超 95

 合計 158

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 67百万円

１年超 126 

合計 193 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 12百万円

減価償却費 
相当額 

15 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 35百万円

減価償却費
相当額 

20

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費
相当額 

37 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 0 

 合計 1 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 3

 合計 4

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,129円64銭 １株当たり純資産額 1,212円07銭 １株当たり純資産額 1,169円80銭

１株当たり中間純利益 
金額 

25円70銭
１株当たり中間純利益
金額 

48円40銭
１株当たり当期純利益 
金額 

67円99銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

25円67銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額 

48円39銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

67円93銭



算定上の基礎 

  

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 1,123百万円 2,084百万円 3,004百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 40百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (40百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,123百万円 2,084百万円 2,964百万円

普通株式の期中平均株式数 43,731千株 43,075千株 43,599千株

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 34千株 5千株 33千株

(うちストックオプション) (34千株) (5千株) (33千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、機動的な資本政策を遂行

できるようにするため、平成16年11

月19日開催の取締役会において商法

第211条ノ３第１項第２号の規定に

基づき、自己株式を買受けることを

決議しています。 

  

取得の内容 

 (1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

 (2) 取得する株式の総数 

100万株(上限) 

(発行済株式総数に 

 対する割合 2.2％) 

 (3) 株式の取得価額の総額 

10億円(上限) 

 (4) 自己株式買受けの日程 

平成16年11月22日(月)から 

平成17年２月25日(金)まで 

――――― ――――― 



(2) 【その他】 

① 当中間会計期間末後、半期報告書提出日までに第58期の財政状態及び経営成績に重要な影響を与える事実は発

生していません。 

② 当中間会計期間中に営業その他に関し重要な訴訟事件等はありません。 

③ 平成17年11月18日開催の取締役会において、平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録質権者に対し、中間配当を次のとおり行う旨決議しました。 

  

  

中間配当金総額 560百万円

１株当たりの中間配当金 13円

支払請求権の効力発生日 
及び支払開始日 

平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

平成17年３月10日付で提出した自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書です。 

  

(1) 
  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第57期) 
  

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
  

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 
  

(2) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

      
平成17年４月８日 
平成17年５月13日 

          

平成17年６月10日 
平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 
  

(3) 
  

自己株券買付状況 
報告書の訂正報告書 

      
平成17年４月15日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工
業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平
成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金
計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は商法第211条ノ３第１項第２号に基づく自己株式の買受けを決議して
いる。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作 成 日   平成16年12月22日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工
業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平
成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金
計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作 成 日   平成17年12月26日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は商法第211条ノ３第１項第２号に基づく自己株式の買受けを決議して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

作 成 日   平成16年12月22日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

作 成 日   平成17年12月26日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/58
	pageform2: 2/58
	form1: EDINET提出書類  2005/12/26 提出
	form2: 日東工業株式会社(351026)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/58
	pageform4: 4/58
	pageform5: 5/58
	pageform6: 6/58
	pageform7: 7/58
	pageform8: 8/58
	pageform9: 9/58
	pageform10: 10/58
	pageform11: 11/58
	pageform12: 12/58
	pageform13: 13/58
	pageform14: 14/58
	pageform15: 15/58
	pageform16: 16/58
	pageform17: 17/58
	pageform18: 18/58
	pageform19: 19/58
	pageform20: 20/58
	pageform21: 21/58
	pageform22: 22/58
	pageform23: 23/58
	pageform24: 24/58
	pageform25: 25/58
	pageform26: 26/58
	pageform27: 27/58
	pageform28: 28/58
	pageform29: 29/58
	pageform30: 30/58
	pageform31: 31/58
	pageform32: 32/58
	pageform33: 33/58
	pageform34: 34/58
	pageform35: 35/58
	pageform36: 36/58
	pageform37: 37/58
	pageform38: 38/58
	pageform39: 39/58
	pageform40: 40/58
	pageform41: 41/58
	pageform42: 42/58
	pageform43: 43/58
	pageform44: 44/58
	pageform45: 45/58
	pageform46: 46/58
	pageform47: 47/58
	pageform48: 48/58
	pageform49: 49/58
	pageform50: 50/58
	pageform51: 51/58
	pageform52: 52/58
	pageform53: 53/58
	pageform54: 54/58
	pageform55: 55/58
	pageform56: 56/58
	pageform57: 57/58
	pageform58: 58/58


